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第一貨物株式会社における
物流ＥＤＩ・共用送り状の導入事例

第一貨物株式会社

２００３年情報化促進セミナー

Daiichi Freight System, Inc.1

物流ＥＤＩの現状

物流ＥＤＩ標準ＪＴＲＮの必要性
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（出展：社団法人日本ロジスティクスシステム協会
アンケート調査より）
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物流ＥＤＩの現状

そ
の
他

物流ＥＤＩを採用していない理由
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（出展：社団法人日本ロジスティクスシステム協会
アンケート調査より）
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物流ＥＤＩ導入事例

住友電気工業株式会社殿

・荷送人事業所　　：関東製作所
　

・第一貨物事業所　：宇都宮支店
　

・使用メッセージ　：運送依頼情報　　(3001)
　　　　　　　　　：集荷情報　　　　(3101)
　　　　　　　　　：運送完了報告情報(3121)
　　　　　　　　　：運送状況情報　　(3111)

・運用開始　　　　：２０００年１０月
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物流ＥＤＩ導入事例

システム概要図
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物流ＥＤＩ導入事例

貨物追跡サブシステム概要図

物流ＥＤＩ導入事例

キー変換
テーブル

ユーザーの知っている

条件で検索

運送状況を出荷ﾃﾞｰﾀ

とともに表示

荷物の所在を照会

＜ＵＲＬリクエスト（ＰＯＳＴ）＞

運送状況を提供

＜レスポンス（ＸＭＬ）＞
伝票№に変換

顧客･営業･事業部 ＳＥＩ情報システム 各運送会社
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物流ＥＤＩ導入事例

情報フロー

荷送人

運送依頼

荷物引渡し

出荷実績確認

運送完了確認

運送状況確認

運送事業者

運送依頼受付

配車手配

送り状作成

集荷

配達

貨物追跡管理

荷受人

荷物受取り

受領確認通知

運送依頼情報

配車

集荷

集荷情報

運送完了報告

運送状況情報

配達

受領情報

標準メッセージ
荷物の流れ

Daiichi Freight System, Inc.7

物流ＥＤＩ導入事例

導入する前の作業フロー

①住友電工殿で納品書(送り状)・出荷ラベルを作成。
②納品書を基に定時集荷。

③帰店後、第一貨物送り状作成＆納品書セット。

④送り状より貨物バーコードシールを荷物のラベル付近
　に貼付。(貨物追跡用)
⑤荷物を方面別に仕分し発送。

⑥第一貨物送り状よりマニュアル(送り状No,住所ｺｰﾄﾞ,
　個数,重量,お届け先名,住電殿No,etc)にて受付入力。
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物流ＥＤＩ導入事例

導入後の作業フロー

①住友電工殿で貨物追跡用バーコードを含めた出荷ラベル
　を作成。

②第一貨物宇都宮支店にて受信データ(運送依頼情報)より
　専用送り状(納品書一体型)を作成。
③帰店後、方面別に仕分し発送。

④送り状Noのみでの受付入力。

Daiichi Freight System, Inc.9

物流ＥＤＩ導入事例

導入効果

■住友電工殿

　①お問合せ対応業務の迅速化。

　②運賃チェック作業の軽減。

■第一貨物

　①送り状作成及びセッテイング作業の省力化。

　②受付入力(送り状登録・経理計上)の軽減。

　③貨物お問合せ対応業務の軽減。



6

共催 2003年「情報化促進セミナー」 資料

－禁無断転載－

（社）日本物流団体連合会／物流ＥＤＩセンター
（社）全日本トラック協会

Daiichi Freight System, Inc.10

物流ＥＤＩ導入事例

トピックス

■ビジネスモデル特許出願中（住友電工殿）

　｢配達状況照会｣と｢兼用伝票｣に関する特許を出願して
　おり公開中。（詳細は｢公開特許公報｣をご確認下さい）

　①配達状況照会
　　・公開日　：2002年6月21日
　　・公開番号：特開2002-173205

　②兼用伝票
　　・公開日　：2002年5月9日
　　・公開番号：特開2002-128232

Daiichi Freight System, Inc.11

物流ＥＤＩ導入事例

第一貨物の導入実績

ＪＴＲＮ ＥＤＩＦＡＣＴ その他
出荷データ 10 1 200
請求データ 5 120
追跡データ 5 1 35
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　ＴＳＡ研究会構成メンバー（順不同）
　・日本通運（株） ・第一貨物（株）
　・新潟運輸（株） ・ヤマト運輸（株）
　・名鉄運輸（株） ・西濃運輸（株）
　・ （株）エスラインギフ ・トナミ運輸（株）
　・佐川急便（株） ・日本路線トラック連盟
　・国土交通省（自動車交通局貨物課） 【事務局】 鉄道情報システム（株）

1997（平成９）年～2000（平成１２）年共用送り状委員会共用送り状委員会

2001（平成１３）年～輸送システム高度化促進研究会輸送システム高度化促進研究会
（ＴＳＡ研究会）

（社）全日本トラック協会における
　　　共用送り状・共用輸送荷札の開発・推進

■バラバラの項目・様式
■中継運送時の再起票・バーコードシール貼付
■貨物追跡情報の分断
■運送保険・印紙税等のトラブル
■作業効率の低下

従来の送り状・荷札の問題

開発から普及促進へ

※最新版は、Ver2.1（2003.3発行）

荷送人～運送事業者～中継運送事業者
～荷受人が、共通に使用できる

　「共用送り状」「共用輸送荷札」
を作成するためのガイドラインを策定

共用送り状・共用輸送荷札
ガイドライン

共用送り状・共用輸送荷札
ガイドライン

12

Daiichi Freight System, Inc.13

共用送り状・共用輸送荷札の特長

■ 対象
　企業から出荷される荷物（FromＢ）[主として、特積みトラック運送事業]において、荷送人、元請運送事業者、
　中継運送事業者、荷受人などの各事業者が共通に使用できる送り状・輸送荷札を開発

■ 記載事項（コンテンツ）の統一
　記載する項目、その表現方法（項目名）、記載条件などを統一
　ガイドラインでは、それら項目の配置（レイアウト）を規定（様式はあくまでもサンプル）
　→事業者はガイドラインに従い、様式の設計を行う

■ 使用するコードの統一
　送り状番号、着地コードなどを統一　運送事業者が相互に使用できる
　→中継時にもその番号を使用できる
　→荷主が番号を付与できるようになり、荷送人が送り状・荷札を発行できる
　　※送り状番号を枠で与えたり、送り状に送り状番号、バーコードをプレ印刷することなく発行できる

■ ＡＤＣメディアの利用
　２次元シンボルを採用することにより、作業効率化が図れる

■ 荷主業界との共通使用
　共用輸送荷札には、荷主領域を設けることが可能　荷送人、運送事業者、荷受人が共通に利用できる

■ 物流ＥＤＩ標準（ＪＴＲＮ）との親和性
　コンテンツはＪＴＲＮに対応　将来はＪＴＲＮと共用輸送荷札活用による送り状レスへのシフトも考慮

13
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⑤荷受人控

共用送り状・共用輸送荷札の様式サンプル

④配達受領票

③発店控

②貨物受取書

①荷送人控

荷受人住所１荷受人住所１荷受人
荷受人住所２荷受人住所２荷受人
荷受人住所３荷受人住所３荷受人

荷受人名称１荷受人名称１荷受人
荷受人名称２荷受人名称２荷受人
　　　　　TEL　XXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

様

荷送人住所１荷送人住所１荷送人
荷送人名称１荷送人名称１荷送人　様
　　　　　　TEL　XXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

荷
送
人

XXX/XXX

XXXXXXX荷
受
人

１００ミリ

７５ミリ

梱包
管理
番号

運送事業者

記事記事記事記事記事記事記事記

品名品名品名品名品名 出荷日　XX月XX日

( 9 5 ) 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 9 9 9

送り状番号　XXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

ＪＴＡ

共用輸送荷札（基本形）共用輸送荷札（基本形）

共用送り状（基本片数）共用送り状（基本片数）

⑤

④

③

②

①

14

Daiichi Freight System, Inc.15

他業界との共同推進他業界との共同推進

2001（平成13）年度から実用化開始！2001（平成13）年度から実用化開始！

実用化の状況

様式の採用
運送事業者共通送り状番号（13桁）

の実用化

統一送り状番号（15桁）
の実用化

2001（平成13）年度から 2006（平成18）年度目途2003（平成15）年度目途

各運送事業者は、それぞれの企業における戦略や施策のもと、最終到達目標である「統一送り状番号の実用化」

に向け、部分切り替えや全面切り替えの取り組みを行なう

文具業界／物流問題協議会とのジョイントによる共用送り状の実用化
→ 2003（平成15）年 ４月から本番運用開始共用送り状

業際輸送荷札

全ト協

共用輸送荷札共用輸送荷札

荷主業界毎

ラベルへのラベルへの
情報搭載要望情報搭載要望

共用輸送荷札（基本形）に、荷主業界毎の情報を追加

業種横断的に共通に使用可能な

「業際輸送荷札」を共同開発

＋ JEITA（（社）電子情報技術産業協会）とのジョイント
→2003（平成15）年1月「導入ガイド」完成、実用化へ

医薬品業界／医薬品物流研究会とのジョイント
→2003（平成15）年10月実証実験の実施

Ｊラベル

Ｍラベル

JEITA/JTA業際輸送荷札

Medicalラベル

15
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共用送り状の導入事例

導入までの経緯

①各運送事業者の送り状を利用し出荷。

　　　　　　　　　　　　　　用紙切り替えが煩雑。
　　　　　　　　　　　　　　多プリンター状態。

②問題を解消したい。

　　　　　　　　　　　　　　共用送り状・荷札の提案。

③共用送り状の導入決定。
　　　　　　　　　　　　　　各運送事業者と調整。
　　　　　　　　　　　　　　システム作成。

Daiichi Freight System, Inc.17

共用送り状の導入事例

導入の内容

■Ｄ社殿（食料品製造販売メーカー）

　①送り状番号：各運送業者の固有の番号を取得・利用。

　②送り状　　：Ｄ社殿がメーカーより購入。
　　　　　　　：出荷件数に応じて各運送事業者より代
　　　　　　　　金を徴収。

　③荷札ラベル：Ｄ社殿専用荷札。
　　　　　　　：各運送事業者の貨物追跡用バーコード
　　　　　　　　を印字。
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共用送り状の導入事例

導入の効果

■Ｄ社殿

　①プリンターへの送り状セット作業の軽減。

　②送り状番号の事前取得により、お問合せ対応業務の
　　迅速化。

■第一貨物

　①送り状コストの削減。

　②貨物追跡用バーコードシール貼付作業の削減。

Daiichi Freight System, Inc.19

共用送り状の導入事例

導入時の留意事項

①送り状番号の取得
　・統一送り状番号の普及度。(対応運送事業者少ない）
　・現状では運送事業者固有の番号が主流。

②荷札ラベル

　・貨物追跡用バーコードの印字。
　　(ソフトの開発、プリンターの新規導入）
　・バーコード印字が不可能な場合、作業負荷となる
　　事業者がある。
　・運送事業者によって要望事項が異なる。


